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１．本事案を受けた対応（会員各社への確認結果）

送配電網協議会・電気事業連合会

○会員各社への確認結果
・関西電力送配電（当該社）以外の会社から、除染修理した再使用柱上変圧器につい
て、PCB基準値を超過したことを把握した以降も、調査等の適切な対応をとらな
かった事象や、社内外へ事実と異なる説明をした事象はないとの報告

・当該社を含む全ての会社から、汚染柱上変圧器は2027年3月までに全量処理する予
定に変更はないとの報告

○会員各社の取組み
・会員各社において、PCB関連法令に基づく適正な管理・処理に取組むとともに、コ
ンプライアンス徹底に真摯に取組んでいくことを確認

○関西電力送配電のプレス発表を踏まえた送配電網協議会・電気事業連合会の対応
・本事案を重く受け止め、会員各社にPCB廃棄物等の適正な管理・処理、コンプライ
アンス徹底を要請

・2024.10.1プレス発表以降、送配電網協議会（送配協）・電気事業連合会（電事
連）の委員会やメールを通じて、会員各社へ本事案に係る情報共有やヒアリングを
実施。また、2025.2.3プレス発表以降、会員各社の状況を調査
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【送配協※1会員※2】
北海道電力ネットワーク、東北電力ネットワーク、東京電力パワーグリッド、中部電力パワーグリッド、北陸電力送配電、
関西電力送配電、中国電力ネットワーク、四国電力送配電、九州電力送配電、沖縄電力

【電事連会員】
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電力

※1 2021年4月、送配電事業の一層の中立性・透明性を確保する観点から、一般送配電事業者による独立した運営組織として発足
※2 2003年の制度改正により、送配電部門の公平性・透明性を確保する取組みが開始。2013年に送配電部門を別会社にする「法的分

離」が閣議決定。2015年改正電気事業法により、2020年4月分社化（沖縄電力除く）。
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送配電網協議会・電気事業連合会

２．今後の取組み

➢ 会員各社におけるPCB処理推進の変更はなく、引き続き、PCB関連法令
を遵守しながら、以下のとおり取組んでいく。

出典元：環境省「第33回PCB廃棄物適正処理推進に関する検討委員会」（2024年3月29日）資料4-7-1,ｐ.3



3（参考）本事案を受けたこれまでの対応経緯

送配電網協議会・電気事業連合会

年月 対応経緯

2024.10 当該社プレス発表「柱上変圧器における不適切事案について（2024.10.1）」

2024.10 ○送配協⇒会員各社
・本事案の周知、コンプライアンス徹底・適正処理の要請、各社状況ヒアリング

○電事連⇒会員各社
・本事案の周知

2024.11 ○電事連⇒会員各社
・環境関連委員会において、本事案を踏まえた送配協の対応状況等を周知

2025.1 ○送配協⇒会員各社
・当該社の保安規程の改定について周知

2025.2 当該社プレス発表「柱上変圧器における不適切事案に関するコンプライアンス委員会の調査結果につ
いて（2025.2.3）」 ※当該社⇒送配協・会員各社へ周知

2025.2 ○電事連⇒会員各社
・プレスの周知、コンプライアンス徹底・適正処理の要請

○送配協・電事連⇒会員各社
・本事案を踏まえた各社状況の調査

当該社プレス発表以降、送配協・電事連では、関係する配電部門や環境部門などの委
員会の場やメールを通じて、本事案に係る情報共有、ヒアリング・調査およびPCB
廃棄物等の適正な管理･処理を要請
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